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卸・小売業

（令和元年６月１日）
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②地勢・風土等
　本市は茨城県の東南部に位置し、東は太平洋、西は北浦に
面した南北に細長い地形をしている。首都東京からは約80㎞
の距離で、JR鹿島線、高速バスいずれも2時間弱で結ばれる。
古来より、常陸の国一の宮・鹿島神宮の門前町として栄え、昭
和30年代後半からの鹿島開発で一大工業都市へと変貌を遂
げた。そして現在は、美しい自然と歴史的伝統を持ちながら、
一方で最先端の科学技術を駆使した工業都市として、また、J
リーグ鹿島アントラーズのホームタウンとして、活力と魅力にあ
ふれたまちづくりを進めている。
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市村　修/欠員

条例定数

うち一般行政関係
普通会計関係

人

公営事業
会計関係

山口　哲秀

74 歳） 期目

公明2人、共産2人、自民1人、無所属15人

令和4年4月23日

2就任回数

任 期

地域指定

昭和２９年９月１５日　合併（鹿島町）
鹿島町　高松村　波野村　豊郷村　豊津村
昭和３０年３月３１日　合併（大野村）
大同村　中野村
平成　７年９月　１日　編入
大野村

都市開発（一部区域）
公害防止計画

法適用（上水　公共下
水）
法非適用（農業集落排
水　宅造）

＜概要＞

①沿革

一部事務組合加入事業
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共済
消防災害補償　非常勤公務災害　市
町村会館管理　滞納処分等　養護老
人ホーム　共同研修　消防　卸売市場
ごみ

106.02

〈 ＴＥＬ 〉 〈 ＦＡＸ 〉 0299-82-2934

鹿嶋市（かしまし）

鹿嶋市大字平井1187番地1
市章 〒 314-8655

ｋ㎡

〈 住所 〉

〈 Ｈ Ｐ 〉

面積Ⅱ－２
地方公共
団体コ－ド

＜行政組織＞

類型

info1@city.ibaraki-kashima.lg.jp
http://www.city.kashima.ibaraki.jp/
0299-82-2911

〈e-mail〉

082228

常住人口一般行政職の
平均給料月額

地域手当
補正後

ラス指数

ラスパイレ
ス指数

現議員数

③職員数（令和２年４月１日現在）

全職員数

35 ③人口・世帯数

②議会（令和３年５月１日現在）

20令和5年4月29日

①長等（令和３年５月１日現在）

長
にしきおり　こういち

錦織　孝一

区分

438

副議長

副市長

議　　　　長

20

441

25,199

34,026
平成30年4月1日全職員数

の  推  移 440

平成29年4月1日

67,879

男

女

＜市長＞－＜副市長＞

政策企画部－政策秘書課、オリンピック・パラリンピック課、
     │　　　　　広報推進課、財政課（行財政改革推進室）
重点プロジェクト推進室

総　 務　 部－総務課（契約検査室）、人事課、税務課、収納課、大野出張所

市民生活部－市民活動支援課（市民相談室、女性支援室、消費生活ｾﾝﾀｰ）、
　　　　　　　　　環境政策課（鹿嶋斎苑）、廃棄物対策課（衛生ｾﾝﾀｰ）
　　　　　　　　　交通防災課

健康福祉部－総合窓口課、国保年金課、保健ｾﾝﾀｰ（夜間小児救急診療所）
　　　│
福祉事務所－生活福祉課（総合福祉ｾﾝﾀｰ）、
　　　　　　　　　 こども相談課（地域子育て支援ｾﾝﾀｰ）、介護長寿課

経済振興部－商工観光課（フィルムコミッション推進室）、
　　　　　　　　　港湾振興課（洋上風力基地拠点推進室）、
　　　　　　　　　農林水産課、地籍調査課

都市整備部－道路建設課、施設管理課、都市計画課、区画整理事務所、
　　　　　　　　  下水道課（浄化センター）

会計管理者－出納室

【水道事業】－都市整備部－水道課

【議      会】－議会事務局

【行政委員会】　 農業委員会事務局、監査委員事務局、
　　　　　　　　　　 選挙管理委員会事務局、
　　　　　　　　　　 固定資産評価審査委員会事務局

【教育委員会】
＜教育長＞－教育委員会事務局－
　　　　　　　　　総務就学課 (学校給食ｾﾝﾀｰ、市立小学校12校、市立中学校5校）、
　　　　　　　 　 幼児教育課（平井認定こども園、市立保育園3園、市立幼稚園4園）、
　　　　　　　　　教育指導課（教育センター）、教育施設課、
　　　　　　　　　社会教育課（平井コミュニティセンター、青少年センター）、
　　　　　　　　　スポーツ推進課、中央図書館（大野分館）、
　　　　　　　　　中央公民館、地区公民館10館

②産業構造
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①生産・所得（平成３０年度）
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老齢人口割合計女
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④有権者数（令和３年３月１日現在）

男
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第１次
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総生産額（平成３０年度）

2,525

176,571

347,679

％

億円



②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

令和4 年度から10 年間のまちづくり指
針及び施策を定めた「第四次鹿嶋市総
合計画」を策定する。

全市民に対する新型コロナウイルスワ
クチンの接種を円滑かつ速やかに実施
し、新型コロナウイルス感染症の発症や
重症化を予防する。

子育て世代の活動拠点となる交流施設を
整備し、子育て支援の機能や質の向上を
目指すとともに、子育て世代が集い交流す
ることで、中心市街地における賑わい創出
を図る。

増加しつつある空き家の流通・利活用を促
し、適正管理されていない空き家の解体を
することで、空き家軒数の抑制を図る。

市の歴史や文化財に触れる郷土教育の拠
点となる施設を整備することで、本市を訪
れる観光客の鹿島神宮以外の観光拠点と
して、地域の活性化を図る。

既存ストック利活
用事業

15

11.4

△ 14.6

△ 23.5

△ 5.1

R3
～

％

％

か所

か所

公営住宅

△ 457

〈主要課題〉
　・雨水排水対策
　・人口減少、少子高齢化対策
　・救急医療対策の充実
　・公共施設の老朽化対策
　・鹿島地方事務組合におけるごみ処理施設整備
〈特色ある行政〉
　・少子化対策として、第3子に対する「子宝手当」の支給、
　　高校生までの医療費助成、不妊治療費の助成など
　・地域情報発信事業の推進（ＦＭかしま市民放送）
　・環境サポーターや自警団活動など、市民組織活動の支援
　・夜間小児救急診療所の設置
　・英語特区を活用した、小学生からの英語学習
　・小中学校への補助教員の加配や小学校低学年の少人数学級制度導入、
　  中学校特別教室へのエアコン設置など、教育環境の充実
　・アントラーズホームタウンDMOの活動支援

△ 1,584

4.6

183

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

百万円積立金現在高（C)

標準財政規模（令和２年度）

地方債現在高（A)

百万円

債務負担行為支出予定額（B)

[6,586]

百万円

[24,221]

R3

将来負担比率

15

地域子育て支援
センター整備事
業

235

総合計画策定事
業

④市町村税の状況（令和元年度）

(

（千円・％）

3,909,318

収入額

3,759,550

区分 調定額

96.2

[96.8]

徴収率
[  ]は県平均値

32.2 ））

市町村民税・個人
（構成比）

32.7（

3.1

△ 1,240

△ 4.4

3.6

△ 19.7

270

園

7

図書館

幼稚園 ※１

認定こども園 ※１

戸

△ 15.8

6,177,746

(

か所

3 か所

[96.9]

＜公共施設整備状況＞（令和元年度）

市町村税合計
（国保除く）

校12

7

32

か所0

4

義務教育学校 ※１ 校

保育所 ※１ 10

小学校 ※１

上水道等普及率 77.1

園

70.7

道路改良率

99.4

[98.8]

98.1

[96.5]

体育館

11,965,850

(

11,670,041
97.5

※１は令和２年度

806,029

）6.9

52.9 ）

810,706

新型コロナウイル
スワクチン接種経
費

①主要施策実施状況

概　 算
事業費

名　　称 期間

か所

＜主要施策等＞

12公民館等

R3

R2
～
R3

汚水処理普及率 ％90.2

プ－ル

2 か所

病院・一般診療所 41 か所

中学校 ※１

（百万円）

児童館 0

校

老人福祉施設

道路舗装率△ 23.5

△ 1,339

1

53.8 ％

2.1

歳　　　入

1,188

14.7

432

国庫支出金 130

△ 348

4.7地方交付税

1,416

3,700

地方債

増減額

△ 4.7

11,670

増減率

△ 8.8

3.8

△ 115

70

区　　分

うち臨財債

25,114

46.5

－

構成比

△ 72.8△ 187

地方税

決算額

実質単年度収支

市町村民税・法人
（構成比）

6.8△ 1,299,128単年度収支 （

52.6（

6,294,759

△ 85,942

）

固定資産税
（構成比）

）

△ 1,248,639 -

区分 令和元年度決算

△ 4.7

828,344

24,054,905

1,058,945

△ 4.4

-

-

平成３０年度決算

歳　　出 25,158,475

1,195,187

実質収支 914,286

（千円・％）①決算収支

-

増減率

歳　　入 26,353,662 25,113,850

△ 1,963,542

②主な歳入・歳出（令和元年度） （百万円・％）

＜財政状況＞

形式収支

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

[6.7]( 25.0 )

経常収支比率

6.2

6.8

③主要指標（令和元年度）

財政力指数（令和２年度）

うち補助

63.5

-

％-

[5,072]

百万円

[41.9]

17,196

2,164

848.6

実質公債費比率

5.6

0.3

うち繰入金 1,491

7,140その他

3,952

6,265

2,853

扶助費

24,055

義務的経費

△ 1,103－

5.9

2.6

227

45

3.8

2,767

167

(12.82 )

16.4 83

26.0

[15,286]

[25,735]

[92.4]

4.2

[0.707]

％

・普通会計に関する主な指標

その他の経費 9,235

14,414

3.8

連結実質赤字比率

2,078

(17.82 )

％

・健全化判断基準

うち繰出金

実質赤字比率

16,593

百万円

％

％

( 350.0 )

7.3

11.9

10.7 △ 138

126

38.4

0.990

92.3

△ 281

普通建設事業費

歴史資料館整備
事業

R3
～

人件費

投資的経費

915

うち単独

1,750

49.7

公債費

11,967

27

28.5

355

歳　　　出

1,637

2,572


